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大学全入時代における大学進学を
考える

本稿は，大学の総定員数と大学進学希望者数がほぼ等しくなり，大学進学率が 5 割を超え
た日本において，大学進学の意味とその経済的・社会的含意を再検討するものである。進
学率の上昇や大学数の増加により，大学教育の内容や入学者の選抜基準は大きく多様化
し，従来の経済学における古典的な理論や進学率といった指標では大学教育の実態を十分
に捉えきれなくなっている。特に，学力試験を伴わない入試の拡大や，定員割れによるフ
リーパス化により，大学卒業というシグナルの意味は一様でなくなっている。さらに，地
域間や大学間で進学率・教育内容に顕著な差がみられ，大学進学が必ずしも人的資本の蓄
積や高い将来収益に結びつくとは限らない。本稿では，基本的な統計と先行研究を用いて
大学進学の現状を把握するとともに，大学の選抜性や教育内容の異質性を踏まえた上で，
高等教育の便益と課題，および今後の研究の方向性について多面的に検討する。
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Ⅰ　はじめに 
―なぜ大学進学を再考するのか

　近年，日本における高等教育への進学率は他の
先進国と同様に上昇を続けている。文部科学省

『学校基本調査』によれば，1970 年には約 17％で
あった大学進学率は，2020 年には 54％を超え，
現在では 2 人に 1 人以上が大学に進学する時代と
なっている。加えて，1990 年代以降の少子化の
進行に伴い，小中学校および高校の数が減少する
一方で，4 年制大学の数は増加を続けており，

1950 年に約 200 校であった大学は，2020 年以降
では 800 校を超える規模に拡大している。
　こうした背景のもと，2020 年代には大学の総
定員数が約 62 万人に達し，大学進学希望者数

（約 63 万人）とほぼ同等となっている。このよう
に，大学が供給する定員が志願者数に迫る状況
は，希望すればほぼ誰もが大学に入学できる「大
学全入時代」の到来を意味している。この結果と
して，多くの私立大学が入学定員を充足できずに
いるのが現状である。日本私立学校振興・共済事
業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」によ
ると，入学定員を下回る私立大学の割合は 2000
年代以降増加傾向にあり，2023 年度には 53.3％
に相当する約 320 校が定員割れとなり，そのうち
の約半数は定員充足率 80％未満にとどまって
いる。
　このような大学数の拡大は，入試制度や大学教
育のあり方においても大きな変化をもたらしてい
る。かつて日本の大学における入学者選抜は，主
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に学力試験を通じて行われていたが，現在では多
くの大学が推薦入試や AO 入試に代表される学
力試験を課さない形式を導入しており，その比率
は年々増加しているとされる（小野塚 2020；両角 
2016）。さらに，学力試験が課される場合であっ
ても，志願者数が定員を下回る場合には実質的な
選抜機能を果たさない「フリーパス」状態となる
ことも少なくない。これは，いわゆる「ボーダー
フリー大学」や「F ランク大学」として批判的な
文脈において言及されることがあり，特に低偏差
値大学で定員割れが著しい可能性が指摘されてい
る （小野塚 2022）。加えて，各大学が提供する教
育内容やその質にも著しいばらつきが見られ，一
部の大学では高度な教育・研究が行われている一
方で，特に選抜性（大学入学の競争度）の低い私
立大学において義務教育水準にとどまる講義が提
供されているとの指摘も存在する。
　このように，「大学」という制度が包含する実
態は急速に多様化・複雑化しており，従来の大学
進学率といった一元的な統計指標や人的資本論に
代表される古典的な経済学的枠組みだけでは，大
学教育の全体像を捉えることが困難になりつつあ
る。大学進学率は質的差異を考慮せずに大学を一
様に捉える指標であるため，進学希望者の大半が
進学可能かつ大学の幅が拡大している現代におい
ては，その意義が曖昧化している。大学の定員に
対して志願者数が少なく，入学に際して高い学力
水準が求められる場合には，大学進学は一定の学
力や人的資本の代理指標とみなすことが可能であ
る。また，仮に大学教育そのものが人的資本の蓄
積をもたらさない場合であっても，難関大学への
進学は個人の能力や将来の生産性を示す「シグナ
ル」として機能しうる。しかしながら，現在のよ
うに大学の選抜基準や教育内容が多様化するなか
では，大学卒業というシグナルがもつ経済的・社
会的意味もまた一様ではない。特に，希望者全員
が大学に進学可能な状況においては，大学卒業と
いうシグナルが示すのは，本人の学力や能力では
なく，家庭の経済状況や個人の選好といった別の
要素である可能性も否定できない。
　さらに，大学数の増加と並行して教育内容の異
質性も顕著となり，大学教育を通じていかなる人

的資本が，どの程度蓄積されているのかについて
の議論は一層複雑化している。大学には多くの公
的資金が投入されていることから，その教育がも
たらす私的・社会的リターンを明らかにすること
は，教育政策の評価や効率的な資源配分の観点か
ら極めて重要な課題である。高等教育がもたらす
人的資本の蓄積は，技術革新や経済成長を促進す
る正の外部性を持つとされており，高等教育への
公的投資の妥当性を評価する上でも，精緻な実証
的検討が不可欠である。また，進学率や大学数の
上昇に伴って，学歴と職業のミスマッチ，大学教
育の質的低下，「大学過剰論」など，多様な問題
が顕在化しており，それらの構造的背景を把握す
るためには，既存の統計資料や理論枠組みだけで
は不十分である。
　本稿は，以上のような問題意識のもと，大学全
入時代における大学進学の実態とその意味を再考
することを目的とする。Ⅱでは，統計データおよ
び先行研究を用いて，日本における大学進学の現
状を概観する。Ⅲでは，大学進学の経済的リター
ンに関する近年の実証研究を整理し，特に大学の
選抜性を考慮した分析に焦点を当てる。Ⅳでは，
大学卒業という肩書のもつシグナルとしての機能
の変化について考察し，Ⅴでは，大学教育を消費
財として捉える視点から，学生の行動や進学の意
思決定に関する検討を行う。最後にⅥでは，本稿
全体の議論を総括し，今後の大学教育研究および
教育政策への含意を提示する。

Ⅱ　日本における大学進学の背景と現状

　日本における大学教育の現状を把握するために
は，まず高等教育に関する基礎的な統計指標を確
認し，その変遷を概観することが有益である。本
節では，大学の設置状況および入学者の動向を中
心に，主として時系列的な変化と地域差に着目し
ながら，大学進学の現状を整理する。
　図 1 は，1950 年以降の大学数および大学進学
率の推移を示したものである。大学進学率は長期
的に一貫して上昇を続けており，2000 年代に入
り 4 割を超える水準に達した後も増加基調を維持
している。特に 2020 年代に入ってからは 50％を
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超える水準で推移しており，日本社会における大
学進学の大衆化がほぼ完成したことがうかがえ
る。また，大学の数もこれに伴って増加を続けて
きた。近年ではその増加ペースこそ鈍化している
ものの，長期的には増加傾向が続いており，とり
わけ私立大学の増加が顕著である。具体的には，
1990 年時点で 372 校であった私立大学の数は，
2024 年には 624 校に達しており，大学総数の増
加の大半を私立大学が担っている。
　図 2 は，大学設置者別の入学定員数の推移を示
している。1990 年代以降，国公立大学の入学定
員数はおおむね横ばいで推移しているのに対し，
私立大学の入学定員数は徐々に増加し続けてい
る。その結果，直近では私立大学の定員数が約
50 万人と，国立大学の 5 倍以上に達しており，
我が国の高等教育において私立大学が果たす役割
の大きさが改めて確認される。
　一方で，大学進学を取り巻く人口動態には大き
な変化が見られる。18 歳人口は 1990 年代初頭の
約 200 万人をピークに年々減少を続けており，
2020 年代に入ってからは 110 万人から 120 万人
程度で推移している。こうした人口減少にもかか
わらず大学進学率が上昇を続けていることから，
大学入学の選抜性は大きく低下していると考えら

れる。すなわち，大学に進学すること自体の難易
度は相対的に低下しており，かつてに比べてより
多くの生徒が大学に進学できる時代となっている。
　このような全国的傾向に加え，大学数および大
学進学率には地理的な偏在も顕著にみられる。図
3 は，都道府県別の大学進学率と難関大学合格率

（すなわち，より高い選抜基準を課す大学への合格
率）の関係を散布図として可視化したものであ
る 1）。大学進学率に関しては都道府県間で大きな
ばらつきが存在し，進学率が 8 割を超える地域が
ある一方で，3 割未満にとどまる地域も確認され
る。また，大学進学率に限らず，難関大学合格率
においても類似の地域格差が認められる。多くの
地域では難関大学合格率が 3％前後にとどまって
いるが，一部の都道府県，特に大都市圏を中心と
した地域では 6％を超える高い水準がみられ，東
京都に至っては 11％に達するなど，極めて高い
合格率を示している。
　このような地域差を踏まえつつ注目すべき点
は，大学進学率と難関大学合格率との間に一定の
相関関係が見られる一方で，両者が必ずしも一致
しない地域も存在するという点である。すなわ
ち，大学進学率が高い地域においても，必ずしも
難関大学合格率が高いとは限らず，進学先となる

注：折線は大学進学率，縦棒は設置者別の大学数を表す。
出所：文部科学省『学校基本統計』より筆者作成。

図 1　大学数・大学進学率の推移（1950 ～ 2024）
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図 2　設置者別の大学入学定員数の推移（1979～2023）

注：縦棒は設置者別の大学定員数を表す。
出所：文部科学省「全国大学一覧」および『学校基本統計』より筆者作成。

大学の選抜難易度や教育の質は大きく異なってい
る可能性がある。近年では，大学教育の多様化が
進展しており，大学間の教育水準や入学者選抜の
厳格さには顕著な違いがみられる。労働市場にお
いては，こうした大学の属性が個人の技能や能力
の指標として評価される場面も多く，より選抜度

の高い大学を卒業することが労働市場での高い評
価や賃金プレミアムにつながる可能性がある。し
たがって，大学進学率のみを用いて労働者の技能
や人的資本を把握しようとする場合，教育達成度
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図 3　都道府県別の大学進学率および難関大学合格率（2020）

注：横軸は大学進学率，縦軸は難関大学合格率を表す。
出所：文部科学省『学校基本調査』および毎日新聞社「サンデー毎日別冊・高校の実力」より筆者作成。
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この点に留意し，進学先の大学の特性や教育内
容，さらには地域的背景を踏まえた精緻な分析が
必要である。

Ⅲ　大学進学の経済的便益

　教育は，個人の将来の経済的成果に大きな影響
を及ぼすものとして，長年にわたり経済学の主要
な研究対象であり続けてきた。特に，教育を「投
資」として捉える人的資本理論（Becker 1964）
は，個人が将来の所得増加を見込んで，現在の時
間や資源を教育に投下するという合理的な意思決
定に基づく行動を理論的に説明している。この理
論においては，教育を通じて知識や技能といった
人的資本が蓄積され，その結果として労働市場に
おける生産性が高まり，賃金上昇がもたらされる
ことが期待されている。
　一方で，教育が生産性に直接的な効果を持たな
い場合であっても，教育歴がその人の持つ潜在的
能力を示す手がかり（シグナル）として機能する
ことにより，労働市場におけるマッチング効率を
高めるとの見解が提示されてきた。これはいわゆ
るシグナリング理論（Spence 1973）に基づくもの
であり，教育が労働者の能力に関する情報を雇用
主に伝達する役割を果たしているという視点であ
る。人的資本理論とシグナリング理論はいずれ
も，教育が将来的な賃金に影響を与えるメカニズ
ムを異なる角度から説明するものであり，教育の
経済的意義に関する議論において中核的な役割を
果たしてきた。
　このような理論的背景のもと，経済学における
実証研究は，教育の経済的収益，すなわち教育を
受けることでどの程度所得が増加するのかを推定
することに関心を寄せてきた（安井・佐野 2009）。
とりわけ大学教育に関しては，その提供する教育
内容が高度かつ専門的であり，入学・卒業に一定
の能力を要することから，人的資本投資として
も，また能力のシグナルとしても，将来的な所得
上昇と強く関連していると考えられている。大卒
者に対する賃金プレミアムについては，多数の実
証研究が行われており，たとえば Oreopoulos 
and Petronijevic（2013）は，教育年数の増加と

賃金の上昇との因果関係を確認している。
　しかしながら，大学進学による経済的利益は，
国の制度的背景，時代的文脈，さらには進学先の
大学の質や社会的評価といった多くの要因に依存
しており，その効果は一様ではない。たとえば，
Kawaguchi and Mori（2016）は，米国と日本に
おける大卒プレミアムの変化を比較し，米国にお
いては 1986 年から 2008 年にかけて大卒プレミア
ムが 0.43 から 0.65 の対数ポイントへと増加した
一方で，日本においては同期間に 0.35 から 0.34
へ と 減 少 し た こ と を 明 ら か に し て い る。
Kawaguchi and Mori（2016）は，1950 年代およ
び 1970 年代に生じた出生率の低下と大学数の持
続的な増加が，大卒者の供給過多を招き，結果と
して賃金プレミアムが希薄化した可能性を指摘し
ている。また，北條（2018）は，大学数の増加に
伴う教育収益率の変化に注目し，国内外の先行研
究を踏まえた上で，日本における大学教育の収益
性について検討を加えている。その結果として，
大学全体の収益率が体系的に低下していることを
示唆する明確な証拠は乏しい一方で，同じ大卒者
であっても得られる収益にばらつきが生じている
ことが確認されており，大学教育の効果における
異質性の存在が示唆されている。
　近年の実証研究では，大学の「選抜性」，すな
わち入学の難易度や学生の学力分布などに着目し
た分析が進展している。特に，より高い選抜性を
有する大学を卒業することが，賃金や就業機会に
対してより大きな正の影響を及ぼすことを示す研
究結果が多数報告されている（Dale and Krueger 
2014；Hoekstra 2009；Long 2008）。義務教育課程
とは異なり，高等教育機関の評価指標が標準化さ
れていないため，アイビー・リーグやラッセル・
グループのような有名大学群への進学効果を中心
に分析がなされてきたが，大学の選抜性の変化に
よる限界的な効果に着目した研究も存在する。た
とえば，Broecke（2012）は，英国における大学
選抜性の上昇が所得に与える影響を，標準偏差 1
単位の上昇によって約 7％の所得増加をもたらす
と定量化している。また，Drydakis（2016）は，
大学の研究力を示す RAE スコアが 1 標準偏差上
昇することで，就職面接への招待確率が 2.1 ポイ
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ント，初任給が 2.9 ポイント上昇することを実証
的に示している。大学の選抜性の測定指標は多様
であり，また学位の経済的価値や労働市場の状況
は国や時代によって異なるため，これらの研究間
の直接的な比較は困難であるが，選抜性の高い大
学がより大きな経済的利益をもたらす傾向がある
ことは多くの研究で支持されている。一方で，
Ge, Isaac and Miller（2022）は，より選抜性の高
い大学に通うことが，女性において大学院修了率
や所得の上昇をもたらす一方で，結婚確率の低下
をもたらすことを報告しており，教育の収益を経
済的側面のみならず，ライフコース全体を通じた
多面的な指標で把握する必要性を指摘している。
　このように，大学の選抜性に応じた収益の異質
性に関する実証研究は，海外においては蓄積が進
んでいるものの，日本においては依然として限定
的である（島 2013；妹尾・日下田 2011；濱中・日
下田 2017）。教育収益率の推定を試みている実証
研究の多くは，観察不可能な要因な自己選択によ
るバイアスへの対処が不十分であり，推定結果の
信頼性に多くの課題が残っている。
　さらに，国内外を問わず，多くの研究が選抜性
の高い大学を対象としている点も指摘されるべき
である。データや制度の制約により，選抜性が中
程度以下の大学に関する実証分析の蓄積は極めて
限定的である。とくに選抜性の低い大学に関して
は，就職実績に関する民間調査でも調査対象外と
されることが多く，先行研究で用いられている役
員登用率などの指標での評価が困難であり，利用
可能なデータが非常に限られている。さらに，実
証手法においても制約がある。たとえば，入試合
格点の境界を用いた回帰不連続デザイン（RDD）
といった実験的手法は，選抜性の高い大学におい
ては有効であるが，入学試験の機能が弱い非選抜
的大学では適用が困難である。したがって，選抜
性の低い大学の教育効果を因果的に推定すること
は，技術的にもデータ的にも難易度が高く，政策
立案の根拠となるエビデンスの構築が進んでいな
いという問題がある。
　例外的に，島（2017）は偏差値 45 未満の私立
大学卒業者を対象に，生涯所得の推移を示し，若
年期にはほとんど差がないが，中高年期に所得格

差が拡大することを明らかにしている。これは，
大学教育が短期的に労働市場での評価を高めるも
のではなく，長期的なキャリア形成の過程で徐々
に効果が現れる可能性を示唆しているが，自己選
択や欠落変数の影響を排除できないため，解釈に
は慎重さが求められる。
　加えて，教育の社会的な便益に関する議論も忘
れてはならない。教育は個人の生産性向上にとど
まらず，社会的信頼や政治的関与，犯罪抑制，健
康状態の改善といった多くの正の外部性をもたら
すことが報告されている（Acemoglu and Angrist 
2000；Moretti 2004；Lochner and Moretti 2004；
Cutler and Lleras-Muney 2010）。しかしながら，こ
うした外部性が大学の選抜性によって異なる可能
性も存在する。非選抜的な大学に在籍すること
が，どのような社会的影響を及ぼしているかにつ
いては，いまだ十分に解明されていない。たとえ
ば，自由時間の増加が必ずしも望ましい行動につ
ながるとは限らず，むしろ短期的利得を追求する
リスク行動への関与を促進する可能性や，就業も
教育も行わない「無業」状態が人的資本の減耗を
招くリスクも指摘されている。また，選抜性の高
い大学や研究大学においては，その大学周辺の地
域産業や経済活動に対するスピルオーバー効果 
があることが示唆されているが（Abel and Deitz 
2012；Kantor and Whalley 2014），主に教育を中心
とした大学において同様の効果が期待できるのか
については実証的な証拠が乏しい。したがって，
非選抜的な大学への公的支援がどのように社会厚
生に影響を与えるのかについても，十分な検討が
必要である。
　以上のように，大学教育の経済的・社会的便益
を評価する際には，単に個人レベルの収益率を推
定するのみならず，大学の質や選抜性の異質性，
さらには広範な社会的影響までを視野に入れた包
括的な分析が不可欠である。とりわけ，大学の多
様化が進む現代においては，こうした観点に立脚
した精緻な実証的研究の蓄積が，今後の教育政策
の基盤として強く求められている。
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Ⅳ　大卒シグナルの変化

　大学卒業という経歴が労働市場においてどのよ
うな「シグナル」として機能するかは，その国や
時代における大学教育の普及率や卒業者の平均的
な質に大きく依存する。すなわち，教育歴による
シグナリング効果は社会的・制度的な背景によっ
て変化しうる動的な概念である。たとえば，かつ
て高等学校への進学率が低かった時代，あるいは
現在でも高等教育への進学率が限定的な国では，
高校卒業という学歴は，一定の学力や規律性を示
す重要なシグナルとして機能していた。しかし，
現在の日本のように高校進学率がほぼ 100％に達
した社会では，高卒という学歴の情報価値は希薄
化し，賃金プレミアムを伴うことは難しくなって
いる。同様に，大学教育においても進学率の上昇
が続き，かつ平均的な教育の質が低下すれば，

「大卒」という経歴が持つ相対的な優位性は失わ
れ，労働市場におけるシグナリング効果は弱ま
る。その結果，大学卒業という経歴は，必ずしも
高い能力や意欲，専門性を保証するものとはみな
されなくなる可能性がある。
　前述のとおり，近年は大学進学の難易度は全国
的に低下し続けており，それに伴って大学卒業と
いう経歴が労働市場において持つ意味も大きく変
容している。かつて大学が高度な選抜を経たエ
リート層のみの教育機関であった時代に比べ，現
在の大学はその選抜性や教育内容において極めて
多様化している。しかしながら，このような大学
制度の構造的変化にもかかわらず，「大卒」とい
う学歴が労働市場における情報として持つシグナ
リング効果は，一定の影響力を依然として保持し
続けているとされる（北條 2018）。ここで重要な点
は，図 1 に示されるように，過去数十年の間に大
学進学率の上昇は極めて急激ということである。
　このような進学率の急激な上昇は，必ずしも大
学卒業が持つシグナルを一様に減衰させるとは限
らない。むしろ，大学進学率が依然として低い地
域や世代においては，大卒という経歴が引き続き
高い評価を受ける余地があると考えられる。具体
的には，地方部においては大学への進学が相対的

に希少であるため，大学卒業者は労働市場におい
て有為な人材として認識されやすい。一方で，首
都圏をはじめとする都市部においては，大学進学
が一般的な進路選択となっており，大卒という属
性そのものが差別化の機能を果たしにくくなって
いる。その結果として，労働市場における評価の
基準は，単なる最終学歴ではなく，卒業した大学
の名称や入学時の偏差値水準など，より細分化さ
れた学歴内部の属性に移行している可能性が高い。
　また，大学卒業に対する評価には，世代間での
認知の違いが存在する可能性も無視できない。特
に，大学への進学希望者数が大学定員数を上回っ
ていた時代，すなわち大学入試の選抜性が相対的
に高かった時期に進学を経験した世代において
は，当時の厳格な選抜基準に基づく「大卒」とい
う地位に対する信念や期待値が，現代の進学率上
昇および選抜性の低下を十分に反映せず，更新さ
れないまま残存している可能性がある。このこと
は，現在の大学卒業者に対して，実際以上に高い
評価が与えられる一因となっている可能性もある。
　さらに，大学卒業という経歴に対する評価の変
化は，それ以外の学歴，すなわち大学院卒業，高
等学校卒業，あるいは専修学校卒業といった他の
経歴が持つシグナルの変化と同時に起こるという
点には注目する必要がある。特に，高校卒業後に
就職や専門的な教育機関への進学を選択する者に
対して，必ずしも大学進学が優れた進路であると
は限らないという視点が重要である。本人の適性
や将来的志向に応じては，大学よりも就業や専修
学校等で提供される職業訓練や専門的スキルの修
得の方が，人的資本の蓄積や労働市場における成
果に資する場合もありうる。現在のように大学教
育が多様化し，その教育効果にも明確な異質性が
存在する状況下においては，その傾向がより顕著
となる。しかしながら，仮に「大学卒業」という
経歴が労働市場において過大に評価されている場
合，不必要な進学行動が誘発されるインセンティ
ブ構造が形成されることとなる。このような状況
においては，大学に進学しないことが「どの大学
にも進学できないほど能力が低い」という誤った
ネガティブなシグナルとして機能してしまうリス
クも否定できない。
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　このような認知的・制度的背景のもとで，日本
では「教育ミスマッチ」や「教育過剰（overedu- 
cation）」の問題が指摘されている（平尾 2016）。
すなわち，本人の学歴に対して過小な技能を要求
する職務に就くことによって，教育投資のリター
ンが最適化されていないケースが存在する。これ
は，他方で，日本の労働市場において「大卒でな
ければ遂行困難な職務」がどの程度存在している
のかが明らかでないという事実とも関係してい
る。大学進学者数の急増が，そうした職務の供給
を上回っている場合，労働市場における「学歴の
供給過剰」状態が生じている可能性も否定でき 
ない。
　このような大卒労働者の増加，労働者の高学歴
化が進行する中で，大卒のシグナルは徐々にその
効力を弱めつつあり，その評価は地域や世代，さ
らには産業別にも異なる様相を見せている。した
がって，労働市場における学歴の役割を正確に把
握するためには，こうした文脈依存性を考慮に入
れた調査と分析が求められる。また，学歴ミス
マッチや教育過剰の実態把握においても，単に

「大学卒業」という一律の指標に依拠するだけで
は，教育の多様化が進む現代においては適切な分
析を行うことは難しい。今後は，出身大学の類型

（国公私立，入試難易度，地域性など）や，専攻分
野，取得資格の有無といったより精緻な教育指標
を用いた分析が不可欠であり，それに基づく適正
な教育水準の評価と，労働市場とのマッチングの
実態解明を行う必要があるだろう。

Ⅴ　消費としての大学進学

　これまでの議論においては，大学進学の主たる
目的は将来的な所得向上にあるという前提が暗黙
のうちに共有されてきた。すなわち，大学教育を
人的資本への投資として捉え，その経済的リター
ンに着目する視点である。しかしながら，大学進
学に関する意思決定は，人的資本の蓄積や労働市
場におけるシグナリングといった投資的側面のみ
ならず，消費的側面を含む多面的な性格を有して
いる。教育の便益を多角的に理解する研究は決し
て新しいものではなく，古典的な理論的枠組みと

して Gullason（1989）や Lazear（1977）らの先行
研究が挙げられる。これらの研究は，教育がもた
らす直接的な効用，すなわち知的好奇心の充足や
自己肯定感の向上，さらには主観的幸福感の増進
など，経済的リターンとは異なる非金銭的な便益
に着目しており，大学教育を純粋な消費財として
理解する視点を提示している。
　こうした「消費財」としての大学教育の性質
は，伝統的な人的資本理論に基づく労働経済学の
枠組みでは十分に説明されてこなかった。このた
め，大学教育の投資的価値に関する膨大な文献と
比較すると，消費的価値の実証的検証は相対的に
不足しているのが現状である。しかし近年におい
ては，教育が提供する非金銭的便益，たとえば余
暇活動としての価値，自尊心の向上，さらには婚
姻市場における評価といった側面を重視する研究
が増加している（Aucejo, French and Zafar 2023；
Jacob, McCall and Stange 2018）。このように，大
学教育の便益は人的資本投資としての側面と消費
的効用としての側面が共存し，その両面を総合的
に理解する必要性が高まっている。
　実際の大学進学および大学選択の動機は非常に
多様であり，学問的関心や資格取得など，人的資
本の蓄積に直結する要因に限らない。具体的に
は，サークル活動や友人との交流，恋愛関係の形
成，さらには親の意向や社会的圧力といった非経
済的かつ社会的な動機が複合的に影響しているこ
とが指摘されている。このように，人的資本投資
とは無関係ともみうる進路選択の存在は，米国に
おいても多数確認されている。たとえば，Pope 
and Pope（2009）は大学のスポーツチームの活躍
が志願者数の増加に寄与していることを実証的に
示しており，また Alter and Reback（2014）は学
生がキャンパス環境や学生生活の質に対して高い
評価を与えて志望大学を決定していることを明ら
かにしている。
　さらに，学生の進学意思決定における異質性も
重要な研究課題である。Eggers and Groothuis

（2022）は，「全米で最もパーティーが盛んな大
学」に指定された大学では，志願者総数に大きな
変化は見られない一方で，高学力層の志願率や入
学率が有意に減少したことを報告している。この
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ことは，学生集団の特性によって大学選択の動機
が大きく異なることを示唆している。また Jacob, 
McCall and Stange（2018）は，大学の学術的質
を重視するのは主に高学力層の学生に限られ，多
くの学生は課外活動，学生寮や食堂の質，大学ス
ポーツ施設などの消費的アメニティに強い選好を
持っていることを指摘している。加えて，大学側
も学生のこうした多様な需要を認識し，教育・研
究活動以外のアメニティに対する投資を増やす傾
向にある。このような学生の選好の異質性および
大学側の対応は，大学の志向や資源配分にばらつ
きをもたらすこととなり，その結果として大学の
属性や役割の多様化を促進している。この点は，
多様な進路選択肢の拡充という観点からは社会厚
生の改善に寄与する可能性がある一方で，高等教
育政策の設計や運営を複雑化させる要因にもなり
うる。
　特に選抜性の低い大学においては，学生の学力
向上や専門的能力の獲得といった明確な目的意識
が希薄な場合が少なくない。むしろ，大学生活そ
のものから得られる効用，たとえば自由時間を活
用したアルバイトや娯楽活動，さらには自己探索
やモラトリアム期間としての役割に価値を置いて
いる可能性がある。このような生活スタイルは，
学生に一定の主観的効用をもたらしていることが
考えられる。したがって，非選抜的大学の学生が

「大学で何を得たいと考えているのか」「卒業資格
が労働市場でどのように評価されると認識してい
るのか」，あるいは「純粋にキャンパスライフを
楽しむことを主要な目的としているのか」といっ
た主観的動機を再検討することは，大学進学行動
の多様性を理解するうえで不可欠である。また，
同程度の偏差値帯の大学の中で，学生がどの大学
を選択するかについても，学費の水準や地理的距
離，就職実績，知名度，学生生活の充実度など複
数の要素が意思決定に影響を及ぼしていると考え
られる。
　さらに，学生の時間配分の実態，すなわち学習
時間，アルバイト時間，余暇活動への参加状況
や，大学生活における単位取得率や留年率，さら
には進学後の満足度に関する調査も重要な研究領
域である。米国の先行研究では，大学生の学習時

間の減少傾向が指摘されている。たとえば Babcock 
and Marks（2011）は，1961 年には大学生が平均
して週 40 時間学業に費やしていたのに対し，
2003 年には約 27 時間へと著しく減少しているこ
とを明らかにしている。また Denning et al. （2022）
は，1990 年代以降の米国における大学の卒業率
上昇の背景に，成績評価基準の緩和，すなわち大
学の授業の難易度の低下が主要因であることを指
摘している。こうした学生の行動特性や大学の難
易度変化に関する精緻な実証分析は，日本の大学
に関してはまだ十分に蓄積されておらず，効果的
な政策立案を行うためには，同様の詳細な分析を
進め，大学生の行動様式を包括的に理解する必要
がある。
　また，政策的観点からは，奨学金制度の影響分
析も不可欠である。現在，多くの大学生が奨学金
を借りて進学しているが，将来的な返済可能性を
考慮し，進学の便益とコストを再評価することが
求められる。もし大学進学による経済的収益が十
分でなく，かつ労働市場におけるシグナリング効
果も限定的であるならば，大学は単なる私的消費
財にとどまり，公的資金を投入する合理性が薄れ
ることになる。このように，大学進学は単純に人
的資本への投資と位置づけることが困難な，主観
的効用やライフスタイルの選好を反映した複雑な
意思決定過程へと変化している。したがって，特
に非選抜的大学の学生の進学動機を正確に把握す
ることは，今日の多様化した高等教育政策の設
計・運用において不可欠な基盤であるといえる。

Ⅵ　大学研究の今後

　本稿では，大学進学の大衆化が進展する現代に
おいて，大学の多様な役割に考察するとともに，
学生の進学行動をより精緻に評価する必要性につ
いて論じてきた。日本の大学進学率は戦後一貫し
て上昇を続けており，かつては高等教育の有無を
示す重要な社会指標とされていたが，近年では

「大学進学率」という単一の数値のみでは，教育
の質的側面や進学の意味を適切に把握することが
困難になりつつある。このような状況を踏まえる
と，今後の教育政策においては，大学の内在的な
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多様性および進学者の異質性を前提とした分析枠
組みの構築が不可欠である。
　とりわけ，大学進学に伴う私的および社会的リ
ターンを正確に評価するためには，「大学」とい
う単位を一括りにするのではなく，大学群や偏差
値帯，提供される教育の種類などのサブカテゴ
リーに着目し，それぞれの教育成果や労働市場に
おける帰結を丁寧に捉える必要がある。各大学が
社会にとって正の外部性を有し，公益に資する機
能を果たしているのであれば，公的補助の根拠は
十分に存在する。しかし，仮に大学教育の効果が
限定的であったり，むしろ人的資本の減耗を招い
ている可能性がある場合には，既存の支援のあり
方を再検討し，政策資源の配分方法を見直すこと
が求められる。
　そもそも，大学教育の拡大が社会的に望ましい
か否かについては，学術的にも見解が分かれてい
る。一方には，技術革新の進展や知識集約的な産
業構造への転換に対応するために，より多くの人
材が高等教育を受ける必要があるとする主張があ
る。他方では，すでに高等教育が量的には過剰と
なっており，大学教育の内容と労働市場のニーズ
との乖離が深刻化しているとの指摘も根強い。と
くに非選抜的な大学においては，学生の学習時間
の不足，職業訓練機会の限定，教育支援体制の脆
弱性といった要因により，認知的能力や非認知的
能力の形成が十分に進まず，卒業後の労働市場で
の生産性が高まらない懸念も指摘されている。こ
のような実態を考慮すると，一定の学生層にとっ
ては，専門学校や高卒就職といった選択肢の方
が，結果として望ましい教育的・職業的成果をも
たらす可能性も否定できない。ただし，そのよう
な代替的な進路が発するシグナルについても同時
に検討しなければ，効果的な政策を立案すること
は難しいだろう。
　加えて，学生自身の進学意思決定が，必ずしも
十分な情報に基づいて行われているとは限らない
点にも注意を要する。大学卒業後の収益率や，奨
学金制度の返済条件等に関する情報の非対称性が
存在する場合，誤った期待形成により，実際には
私的リターンが負であるにもかかわらず進学を選
択してしまうといった非合理的行動が発生しう

る。その結果として，経済的な負担のみを抱え，
望ましい成果を得られない学生が一定数存在して
いる可能性がある。このような問題は，従来「大
学」というカテゴリーで進学行動や政策効果を画
一的に議論してきた認識の限界に起因しており，
今後の政策設計においては，大学の多様性を前提
とした精緻な対応が不可欠である。
　また，大学間競争の意義についても再検討の余
地がある。経済学の理論においては，教育機関の
数が増加することで競争が促進され，結果として
教育の質が向上するという期待が一般的に示され
る。しかし，こうした競争が実際に教育の質の改
善をもたらすためには，前提として，学生側が教
育の中身や質を重視して進学先を選択する行動原
理が成立している必要がある。現実には，教育内
容よりも学位取得の容易さや大学周辺の生活環
境，サークル活動の充実度といった非学術的要素
を重視する傾向が少なくないため，機関間の学生
獲得競争が教育の質向上に直結しない場合も多
い。そのため，競争促進だけでは教育改善を実現
できない可能性があることにも十分な留意が必要
である。また，一般には競争は価格低下をもたら
すと考えられているが，近年の研究では大学間の
競争が激化することで各大学が設備投資や広報活
動などに資源を投入し，結果として学費，学生一
人当たりの支出，機関全体の債務が増加する可能
性 が 指 摘 さ れ て い る（Pavlov and Katsamakas 
2023）。したがって，大学間の競争を促すような
政策を検討する際は，何によって競争が生じるの
かに加え，その帰結についても考慮する必要があ
るだろう。
　今後の教育政策においては，大学の実態をより
詳細に把握したうえで，特定の層を対象とした支
援の精緻化，さらには専門学校等の代替的教育機
関との機能分担の明確化といった制度設計が求め
られる。また，大学の教育機能と研究機能のバラ
ンスについても再考が必要であり，とりわけ教育
を中心とする大学においては，研究中心の総合大
学とは異なる人材配置や教育支援体制の構築が望
まれる可能性がある。
　実証的な観点からも，大学群別・偏差値帯別
に，進学の動機，学習成果，卒業後の収益率等を
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 1）ここでは，東京大学，京都大学，大阪大学，名古屋大学，
東北大学，北海道大学，九州大学，一橋大学，東京工業大学

（現・東京科学大学），慶應義塾大学，早稲田大学の 11 大学を
難関大学と定義している。
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